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1970 年代から 1980 年代にかけて，権力の分析，宣伝の分析，マスメディア権力の分析に
ついての考えにひとつの変化があった．これ以前には，特に自然に関心を抱いていた人々の
間では，彼らが完全に遠ざけられていたこれらのテーマへの大変根強い嫌悪感が存在してい







































































































































植物の種の国際取引に関する条約（昭和 55 年条約 25 号）など，それにアメリカ法では，「絶
滅の危機に瀕する種の保護法」（昭和 48 年）などがある．また資源の浪費対策に係る一つの
規範として，エネルギー安定的供給確保のための，「石油代替エネルギーの開発及び導入の促









沈没した．積んでいたＣ重油 19,000 キロリットルのうち約 3,700 キロリットルが流出した． 
船体は，二つに折れ，船首部分が重油を流出しながら時速約キロで南東へ漂流し，海潮流や季節風





















































以下は，平成 15 年 2 月 6 日（木）の新聞（６）報道である． 
『中堅乳製品メーカーの愛知ヨーク（愛知県小牧市）の豊橋センター（愛知県豊橋市）は，平成 13
年 1 月，業務用ヨーグルトの品質保持期限の日付を改ざんし，愛知県東三河地方の小中学校や保育園
の給食用などに納入していたことが分かった．同社は同年 3 月に改ざんを把握し，関与した社員 2 人
を処分したが，保健所などに報告していなかった． 
  市保健所や愛知ヨークによると，豊橋センターは同年 1 月 10 日，蒲郡市給食センターに業務用ヨ
ーグルトの 1 リットル入り紙パック 291 本を納入したが，一部製品の温度が食品衛生法で定められた
「10 度以下」という基準を超え，14～18 度だったため，すべて返品された． 
  返品された製品のうち，7 本は期限内に販売したが，105 本について，豊橋センターを担当する営
業部長（当時）が品質保持期限の表示を改ざんするようセンター所長に指示した．所長（当時）は，














とえば，商法 281 条 1 項 3 号は，営業報告書等を含む書類およびその附属明細書を作り取
締役会の承認を受けなければならないとしている．営業報告書は会社の状況に関する重要
な事項を記載した文書のことであるが，昭和 56 年改正の計算書類規則 45 条 1 項（小会社，






条 2 項〕，〔小会社，商法特例法 25 条〕）．また，定時総会の会日の前より備え置かれ，株















（６）中日新聞 2003 年（平成 15 年）２月６日（木曜日）日刊紙・夕刊紙． 
（７）吉川栄一，「企業環境法」，2002，pp103～104，信山社． 
   河本一郎＝岸田雅雄他，「日本の会社法」〈新訂第４版〉，1995，p190，商事法務研究
会． 
































て，商法上では，商法 52 条 1 項・2 項の環境に係る営利と商行為との関係，企業を遂行する
立場における環境に係る取締役の責任の明確化，忠実義務や善管義務の実現，環境に係る株
主代表，それと環境に係る情報の開示などがなされなければならない． 
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